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第Ⅵ章総合考察

本研究は、畑土壊における有機塩素系殺菌剤クロロタ

ロニルの動態と生理作用を明らかにすることを目的とし

た。また、比較対照区に他の農薬を供試し、物性や生理

活性の相違等から各種考察を加えた。

第２章では、パンライシメータ法を用いた砂質露地畑

におけるクロロタロニルの鉛直浸透状況について調査し

た。地下水の水質の汚濁に係る要監視項目では、クロロ

タロニルの指針値が50瓜ｇＬ､１以下となっている（環境省

水環境部長、2004)。また、本研究を実施した砂質露地

畑は、有機炭素含赴と粘土含愚が低いことから、農薬が

最も鉛直浸透しやすい土壊条件と考えられる｡その結果、

クロロタロニルは、地表下50cmにおいて土壊浸透水中か

ら検出されなかった。また、クロロタロニルは試験終了

時に土壊中から検出されなかった｡奴田原ら（1990)は、

土性が異なる４種の土壌を充填したカラムを用いて農薬

鉛直浸透に関する試験を実施し、lOOmm瀧水後でもクロ

ロタロニルの大部分は表層から５cmに留まったことを報

告している。また、環境省が公表している地下水水質の

測定結果では、平成６～１５年に全国で延べ2000以上の井

戸が調査されているが、クロロタロニルの濃度が指針値

を超過した井戸はない（環境省環境管理局水環境部、

2004)。これらのことから、地下水におけるクロロタロ

ニルの濃度が上述の指針値を上回る可能性は低いと考え

られた。今後は、施用通がより多い土壊処理剤を想定し

た試験が必要と考える。

農薬の鉛直浸透を屋外で評価する方法としては、大別

して土壌浸透水を採取する方法と土壌を採取する方法が

ある。前者にライシメータ法（丸、1991；中村、1993)、

パンライシメータを含む埋設型ライシメータ法（金子・

山本、１９９９；金子、２００２；金子ら、２００２；谷川・西村、

1999；山本ら、１９９８；山本ら、２０００；山本ら、２００１；山

本ら、2005）およびボーラスカップ法があり（Suzuki、

2000)、後者に土壌コア法がある（荻山ら、2002)。また、

複数のライシメータを設匝して土壊浸透水を採取すると

共に、その内数基を定期的に回収し、届別に土壌採取し

た事例もある（Weber・Keller、1994)。それぞれの方法

の特徴としては、ライシメータ法では物質収支を測定す

ることに最も適し、埋設型ライシメータ法では壁面の影

響が無く、パンライシメータ法では土壊の成層構造を破

壊しない、ポーラスカップ法は最も簡便であり、土壊コ

ア法では鉛直浸透し難い農薬や土壌条件でも浸透状況を

確実に把握できること等が挙げられる。このように、農

薬鉛直浸透の調査方法はそれぞれ特徴があり、研究の目
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的、供試薬剤、土壊条件などにより選択するべきと考え

る。また、これら調査法を補完し、糖度をさらに高める

ために、本研究で用いたCl~など水分移動を把握するト

レーサーを投入する、ダルシーの法則を用いて土壊浸透

水晶を推定する（フラックス法)、蒸発散赴を含む水収

支を把握するといった他の手法を併用することが望まれ

る（長谷川、2002)。

また、第２章では、クロロタロニルを含めて、供試農

薬の分解産物は対象としなかった。しかし、股薬の分解

産物は、親化合物と比べて鉛直浸透し易い場合がある

（Somasundaram，1991)。クロロタロニルの主要分解産

物TPN-OHについても、クロロタロニルと比べて鉛直浸

透しやすいことが報告されている（元永ら、2001)。今

後、農薬の鉛直浸透を調査するに当たっては、分解産物

の挙動や分解機柵に及ぼす環境要因、物質収支などを視

野に入れる必要がある。

第３章においては、畑土壊におけるクロロタロニルの

消失に関与する要因の寄与を判断する手法として、炭素

同位体分別の利用を採り上げた。本研究により、畑土壌

におけるクロロタロニル消失過程において炭素の安定同

位体自然存在比が上昇し、同位体分別が生じていること

が明らかとなった。

今後の課題としては、クロロタロニルの分解や移動な

ど消失に関与する要因ごとに同位体分別の有無を確認す

ると共に、農地と環境における挙動解析への利用、他の

農薬への応用などが考えられる。

第４章では、土壌中の窒素循環の中で亜要な位世を占

める硝酸化成を採り上げ、クロロタロニルが土壌中のア

ンモニア酸化に及ぼす影響を検討した。その結果、クロ

ロタロニルは､土壊中のアンモニア酸化を強く阻害した。

硝酸化成に対するクロロタロニルの影響については、

現在までに幾つか報告されているが、その評価は分かれ

ている。商木（1991）は、クロロタロニルの長期連用、

場において土壊中の硝酸化成能が著しく低下したことを

報告しており、本研究の結果と一致する。一方、加藤・

豊田（1991）とＴｕ（1993）は、クロロタロニルによる

土壊中の各菰微生物活性への影響を調査する中で、硝酸

化成阻害は縄められなかったとしており、本研究の結果

と一致しない。この理由としては、本研究では土壌中の

アンモニア酸化阻害に蝶点を当て､施肥に該当するＮH4.Ｎ

を供試土塊に添加したのに対し、加藤らとＴｕは、広範

囲の土填微生物に対する影響を調査するためにＮH4.Nを

添加しなかったことが挙げられる。すなわち、ＮH4.Nを


















